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１．はじめに 

 近年、建設業界において建設技能労働者(以下、技能

者という)の将来の担い手不足が指摘されている。1)この

ことは日本全体の人口の減少に加えて建設業の入職者

数や定着率の低下 2)によって、これからも継続的な問題

となりうる。また、技能者の高齢化が進んでいる現状な

どを考慮すると、このままでは技術や技能の継承が困

難となり、結果的にそれらの低下を招くことも懸念さ

れる。 

そこで、本研究では、なぜ建設業界に人、特に若者が

集まらないのかを分析し、その分析結果から現在の建

設業にとって何がこの問題の障壁になっているのかを

考察し、対応策を検討することを目的とする。 

２．研究方法 

 各省庁の白書や調査データを活用し、若者の就労に

対する意識の傾向などを調査する。そして、対応策につ

いては既往の研究成果、文献の収集分析、建設専門誌等

の資料や Web の活用などをもとに検討を行う。 

３．調査および分析結果 

3.1 若者の就労に対する意識の傾向と離職の原因 

現代の若者の就労に対する傾向として、図 1 に示さ

れるように、仕事に対しての社会的評価や、達成感、や

りがいなどよりも、収入やプライベートを優先するこ

とを重要視しており、厳しい環境であっても、人の役に

立つ仕事を選択する人は少ない。 

 

 

次に離職の原因としては、図 2 に示されるように、雇

用が不安定である等も含めて賃金の面での理由が多く、

休みがとりづらいなどの意見もある。 

 

図 2 建設業離職者(離職時若年層)が離職した一番の理由 4） 

3.2 建設業の問題点に対する考察 

建設業界の特徴の一つに重層下請構造がある。重層

下請構造とは、国土交通省が定める定義としては「工事

全体の総合的な管理監督機能を担う元請のもと、中間

的な施工管理や労務の提供その他の直接施工機能を担

う 1次下請、2 次下請、さらにそれ以下の次数の下請企

業から形成される」構造 5）のことを指すが、本研究では

直接施工機能を担う下位下請(3，4 次以降の次数の下

請)が多く重なっている構造とする。この構造の問題点

は、元請と下位下請の間に存在する下請企業が増える

ことにより、それらの企業に利益として受け取られる

対価が増加するため、下位下請への施工の対価が減少

することや、労務費へのしわ寄せがくる恐れなど 5）が

生じるという点が挙げられる。実際に、図 3 の賃金を引

き上げた企業の割合として、3 次以降の下請企業は他の

元請や上位下請と比較して約 10％の企業が引き上げて

いないことも分かる。 

以上のことから重層下請構造が、現在の建設業の就

労環境が悪く、特に賃金が低い状態が続いていること

の原因の一つと考えられる。
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図 1  仕事をする目的３） 



 

図 3 賃金を引き上げた企業の割合 6） 

４．対応策の検討 

4.1 下位下請の解消 

 現状として、建設業では従業員数が 1～4人の企業数

は全体の 62.6％、また 5～9 人の企業も合わせると全体

の 86.8％に及んでいる。これらすべての企業が専門工

事業者であるとは限らないが、それでも十分多いとい

える。このように小規模の企業が多すぎるために、重層

下請構造の弊害が顕著化するものと考えられる。 

そこで、重層下請構造を改善するために、下位下請を

解消し，小規模の企業数を削減することを提案する。 

4.2 上位下請会社による直用 

それを実現する方法として、元請や１次下請が技能

者を直接雇用する「直用」を活用することができると考

えられる 7) 8)。そうすることで、元請や 1 次下請企業で

あっても自社である程度の施工を行える部隊や装備を

保持しておくことで柔軟な運用を行うことが可能であ

り、また 1 プロジェクトに関わる企業の数を減らして

結果的に重層下請構造の改善につながると考えられる。 

4.3 直用技能者の多能工化 

直用の具体的なデメリットとして労務費の増加や閑

散期に待機人材を抱えてしまって人件費の増加や手持

ちなどを発生させる恐れがあること等が挙げられる。

そこで直用技能者全員を多能工化することによって、

技能者の仕事の平準化がなされ、直用のデメリットで

ある待機人材の発生を軽減させられると考えられる。

ここでいう多能工とは、複数の職種の技能を習得し、基

本的には作業の全体を行うとされるものとする。木村

ら 9) 10)によると、多能工を採用することによって、不随

作業や各直用技能者の手持ちや休憩時間などを減らす

ことができて稼働率が高まると報告されている。この

ことからも、多能工を活用することで直用を活用する

際に発生する恐れのある待機人材を極力減らすことが

できると考えられる。 

５．結論 

 本研究から以下の結論を得た。 

(1) 現代の若者は、仕事を選ぶ基準として、やりがいや

達成感ではなく、賃金などを重視する。 

(2) 重層下請構造は技能者の就労環境に悪影響を及ぼ

している。 

(3) 直用を活用することで重層下請構造を改善するこ

とができる。 

(4) 直用のデメリットである待機人材の発生は，技能

者を多能工化することで軽減できる。 

６．今後の課題 

 全直用技能者の多能工化を実現するうえでの具体的

なプランの設定や現在の建設業の企業のどこまでを直

用化させることが一番効果的かを研究する必要がある。 
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